
4月16日（水）、航空連合政策議員フォーラムの森山 浩行（もりやま
ひろゆき）衆議院議員が、経済産業委員会で空港グランドハンドリング
業の適正取引ガイドライン策定時の実効性向上について、航空連合の
課題認識を踏まえ、政府に対応を強く要望しました。
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 今回のガイドラインの策定にあたっては、契約実態
の正確な把握が必要不可欠であるが、どのようにそ
の作業を進めようと考えているのか。

●外国航空会社とグラハン事業者の契約実態については、今後、
関係者へのヒアリングを通じて実態把握に努めていきたい。

●あわせて、安全の確保や関係法令の遵守が図られる取引のあり
方についても吟味を深めたい。
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●一般論として、外国法人であっても、日本国内における取引で
あれば下請法の適用対象となりうる。

●グラハン業務の受委託は役務提供にあたると考えられ、事業者
を含む資本金基準や従業員数など規模要件も見て判断される。 向井
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 今後、下請法に抵触する事態が発生した場合、外国
航空会社への適用にも支障がないようにしておく
必要があるが、現在の法的要件で可能なものなのか。
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